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Ⅳ．令和６年度財務書類

（１）一般会計等　財務４表

.

（単位： 千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 24,915,672 固定負債 5,537,459 

有形固定資産 21,496,091 地方債等 4,605,132 

事業用資産 12,376,742 長期未払金  - 

土地 1,622,814 退職手当引当金 932,327 

立木竹 1,364,136 損失補償等引当金  - 

建物 20,387,736 固定負債その他  - 

建物減価償却累計額 △ 13,795,344 流動負債 1,056,052 

工作物 5,888,861 １年内償還予定地方債等 947,538 

工作物減価償却累計額 △ 3,129,938 未払金  - 

船舶 756 未払費用  - 

船舶減価償却累計額 △ 756 前受金  - 

浮標等  - 前受収益  - 

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 85,267 

航空機  - 預り金 19,414 

航空機減価償却累計額  - 流動負債その他 3,834 

その他  - 負債合計 6,593,512 

その他減価償却累計額  - 【純資産の部】

建設仮勘定 38,478 固定資産等形成分 25,481,572 

インフラ資産 8,611,095 余剰分(不足分) △ 6,110,756 

土地 257,880 

建物 227,083 

建物減価償却累計額 △ 176,243 

工作物 82,387,488 

工作物減価償却累計額 △ 74,145,433 

その他  - 

その他減価償却累計額  - 

建設仮勘定 60,320 

物品 3,511,922 

物品減価償却累計額 △ 3,003,668 

無形固定資産  - 

ソフトウェア  - 

無形固定資産その他  - 

投資その他の資産 3,419,581 

投資及び出資金 51,904 

有価証券  - 

出資金 51,904 

投資及び出資金その他  - 

投資損失引当金  - 

長期延滞債権 4,613 

長期貸付金 186,883 

基金 2,867,797 

基金減債基金 1,072,300 

基金その他 1,795,497 

その他 308,494 

徴収不能引当金 △ 111 

流動資産 1,048,656 

現金預金 481,170 

未収金 1,587 

短期貸付金  - 

基金 565,900 

財政調整基金 565,900 

減債基金  - 

棚卸資産  - 

その他  - 

徴収不能引当金  - 純資産合計 19,370,817 

資産合計 25,964,329 負債及び純資産合計 25,964,329 

【様式第１号】

貸借対照表

(令和7年3月31日現在)
一般会計等



貸借対照表の説明

①　資産の部

・事業用資産 … 学校、公営住宅、公民館、庁舎、体育館など　

・インフラ資産 … 道路、橋りょう等の社会資本 

・物品 … 現金や基金等以外の動産  

・投資その他の資産 … 出資金、長期延滞債権、基金など 

②　負債の部

・地方債 … 地方債残高のうち、令和8年度以降に償還が予定されている元金。 

・１年内償還予定地方債 … 地方債残高のうち、令和7年度に償還が予定されている元金。 

・退職手当引当金 … 本年度末に全職員が退職した場合に積立不足している退職手当金。

③　純資産の部

・固定資産形成分 …

・余剰分（不足分） …

貸借対照表の経年比較

【資産】 （単位：千円）

【負債】 （単位：千円）

【純資産】 （単位：千円）

令和６年度 令和５年度 令和４年度

25,964,329 26,154,656 26,758,887 

令和６年度 令和５年度 令和４年度

6,593,512 6,908,402 7,450,746 

令和６年度 令和５年度 令和４年度

19,370,817 19,246,254 19,308,141 

学校、道路、公園など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金、投資など将来現金化するこ
とが可能な財産など、これまでの行政活動で形成された資産の年度末現在の価値を示してい
ます。これまでに鹿追町では、約２6０億円の資産を形成してきました。

有形固定資産のうち建物工作物など、耐用年数のある資産の合計取得額は約１,０8９億円、
その減価償却累計額は約9１２億円で、約８３.７％が経年で消費された計算になります。
これらの資産を今後限られた財源で更新していくため、施設の統廃合等や長寿命化を進めて
いく必要があります。

資産を形成するための地方債や退職手当引当金など、将来の世代が負担するものです。  
総額は約6６億円あり、大部分は今後償還しなければならない地方債で、その年度末残高は
約5５億円です。 

資産合計から負債合計を差し引いた額で、これまでの世代が負担し、将来の返済や支出の必
要のない資産で、総額は約１９４億円あります。

資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外
の形態（固定資産等）で保有する。 

費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有する。
流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から負債（将来現金等支
出を見込む）を控除した額。 
マイナスとなることが多く、その場合、基準日時点における将来の
金銭必要額を示している。



【様式第２号】

自　令和 6年4月1日

至　令和 7年3月31日

一般会計等 （単位： 千円）

科目 金額

経常費用 6,907,445 
業務費用 4,849,718 

人件費 1,682,647 
職員給与費 1,344,091 
賞与等引当金繰入額 85,267 
退職手当引当金繰入額 51,046 
その他 202,244 

物件費等 3,140,766 
物件費 2,081,231 
維持補修費 74,579 
減価償却費 984,956 
その他  - 

その他の業務費用 26,305 
支払利息 11,225 
徴収不能引当金繰入額 49 
その他 15,030 

移転費用 2,057,727 
補助金等 1,554,742 
社会保障給付 307,563 
他会計への繰出金 191,650 
その他 3,772 

経常収益 1,114,058 
使用料及び手数料 649,959 
その他 464,099 

純経常行政ｺｽﾄ 5,793,388 
臨時損失  - 

災害復旧事業費  - 
資産除売却損  - 
投資損失引当金繰入額  - 
損失補償等引当金繰入額  - 
その他  - 

臨時利益 4,219 
資産売却益 4,219 
その他  - 

純行政ｺｽﾄ 5,789,168 

行政コスト計算書



行政コスト計算書の説明

①　経常費用

【業務費用】

・人件費 … 職員給与、議員報酬、その他委員報酬、退職給付費用など。

・物件費等 …

・その他の業務費用 … 地方債償還の利子や支払利息、徴収不能引当金繰入額など。

【移転費用】

・補助金等 … 特別会計や他団体への負担金、補助及び交付金。

・社会保障給付 … 生活保護費などの扶助費。

・他会計への繰出金 … 特別会計等への繰出金。

②　経常収益

行政コスト計算書の経年比較

【純行政コスト】 （単位：千円）

令和６年度 令和５年度 令和４年度

5,789,168 5,591,732 5,515,639 

行政サービスに係る経常的な費用を表示したもので、人件費、物件費、減価償却費が大きな
割合を占めています。
本年度の経常費用合計（経常行政コスト）は約６９億円になりました。

委託料、備品・消耗品、施設などの維持補修にかかる経費や減価償
却費、非常勤職員の賃金や報酬など。

行政サービスの提供に係る住民の支払いによる収入で、本年度は約１１億円です。
経常費用合計から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、約５８億円です。 
これは税収等で賄われるものです。

純経常行政コストから資産売却損、資産売却益等の臨時の損失や利益を差し引いた純行政コ
ストは約５８億円となりました。



自　 令和 6年4月1日
至　 令和 7年3月31日

（単位： 千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 19,246,254 25,631,320 △ 6,385,066 
純行政コスト（△） △ 5,789,168 △ 5,789,168 
財源 5,910,510 5,910,510 

税収等 4,739,302 4,739,302 
国県等補助金 1,171,208 1,171,208 

本年度差額 121,342 121,342 
固定資産等の変動（内部変動） △ 149,956 149,956 

有形固定資産等の増加 1,063,987 △ 1,063,987 
有形固定資産等の減少 △ 986,164 986,164 
貸付金・基金等の増加 576,718 △ 576,718 
貸付金・基金等の減少 △ 804,497 804,497 

資産評価差額  -  - 
無償所管換等 208 208 
その他 3,013  - 3,013 
本年度純資産変動額 124,563 △ 149,748 274,311 

本年度末純資産残高 19,370,817 25,481,572 △ 6,110,756 

【様式第３号】

科目 合計

純資産変動計算書

一般会計等



純資産変動計算書の説明

①本年度差額

②本年度純資産変動額

・有形固定資産等の増加

資金収支計算書の「公共施設等整備費支出」から集計されます。

・有形固定資産等の減少

「減価償却費」＋「資産所売却損」＋「資産売却収入」から集計されます。

・貸付金・基金等の増加

「基金積立金支出」＋「投資及び出資金支出」＋「貸付金支出」から集計されます。

・貸付金・基金などの増加

「基金取崩収入」＋「貸付金元金回収収入」から集計されます。

・資産評価差額

有価証券、有形固定資産などの評価に伴う増加・減少が計上されます。

・資産評価差額

③本年度末純資産残高

純行政コストは１年間の税収等や国県等補助金の財源で賄われるものです。  
純行政コストが財源を上回った場合、純資産の減少と捉えることが出来ます。

尚、上記仕訳以外の非資金仕訳により固定資産形成額に差異が発生した場合、調整仕訳金額
を計上することがあります。

有形固定資産の異動のうち、資金を伴わない増加・減少が計上されます。
無償取得（寄付など）、調査判明増加・減少、所管換増加・減少など。

前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を加えた金額で、貸借対照表の純資産合計と
一致します。

純資産の減少は、現役世代が将来世代にも利用可能であった資源を費消して便益を享受する
一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。

有形固定資産の減少が増加を上回っているのは、過去に資本投資した有形固定資産の減価償
却による価値の減少分よりも、有形固定資産への投資が少なかったことを意味します。

このような増減により令和６年度末の純資産は約１.２億円増加しました。



【様式第４号】

自　令和 6年4月1日
至　令和 7年3月31日

一般会計等 （単位： 千円）

【業務活動収支】
業務支出 5,867,410 

業務費用支出 3,809,683 
人件費支出 1,627,617 
物件費等支出 2,155,810 
支払利息支出 11,225 
その他の支出 15,030 

移転費用支出 2,057,727 
補助金等支出 1,554,742 
社会保障給付支出 307,563 
他会計への繰出支出 191,650 
その他の支出 3,772 

業務収入 6,633,514 
税収等収入 4,738,399 
業務収入国県等補助金収入 780,112 
使用料及び手数料収入 650,747 
その他の収入 464,256 

臨時支出  - 
災害復旧事業費支出  - 
その他の支出  - 

臨時収入  - 
業務活動収支 766,104 

【投資活動収支】
投資活動支出 1,636,873 

公共施設等整備費支出 1,063,987 
基金積立金支出 488,117 
投資及び出資金支出 4,000 
貸付金支出 80,769 
その他の支出  - 

投資活動収入 1,199,772 
投資活動収入国県等補助金収入 391,096 
基金取崩収入 718,313 
貸付金元金回収収入 84,935 
資産売却収入 5,427 
その他の収入  - 

投資活動収支 △ 437,102 
【財務活動収支】

財務活動支出 933,092 
地方債等償還支出 933,092 
その他の支出  - 

財務活動収入 563,571 
地方債等発行収入 563,571 
その他の収入  - 

財務活動収支 △ 369,521 
本年度資金収支額 △ 40,518 
前年度末資金残高 502,274 
本年度末資金残高 461,756 

前年度末歳計外現金残高 19,813 
本年度歳計外現金増減額 △ 399 
本年度末歳計外現金残高 19,414 
本年度末現金預金残高 481,170 

資金収支計算書

科目 金額



資金収支計算書の説明

①　業務活動収支

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出を計上します。

・業務支出 … 人件費、物件費、補助費、扶助費などの支出。

・業務収入 …

・臨時支出 … 災害復旧事業費などの、経常的でない臨時の支出。

・臨時収入 … 災害復旧事業費に対する補助金収入など。

経常的な行政活動の収支である業務活動収支は約７.７億円の余剰となりました。

② 投資活動収支

公共施設等の整備、基金の積立・取崩しに関わる収入と支出を計上します。

・投資活動支出 … 公共施設等の整備、基金の積立、貸付などに要する支出。

・投資活動収入 … 国県等補助金、基金取崩、貸付金の元金回収、資産の売却などの収入。

資産形成や投資・貸付金などの収支である投資活動収支は約４.４億円の不足となりました。

③ 財務活動収支

資金の調達及び返済に関わる収入と支出を計上します。

・財務活動支出 … 地方債の元本償還などの支出。

・財務活動収入 … 地方債の発行などによる収入

　１年間の資金の増減をⅠ業務活動収支、Ⅱ投資活動収支、Ⅲ財務活動収支に区分し、 ３つ
の収支の財源がどのように調達され、収支の過不足が生じたのかを明らかにします。

税収等収入、（行政サービスに係る）国県等補助金、使用料及び手数料な
ど。

公債の収支である財務活動収支は約３.７億円の不足となりましたが、これは地方債発行収入
よりも地方費の償還の方が多かったことを示しています。

このような増減から本年度資金収支額は約０.４億円の不足となり、前年度末資金残高約５.
０億円を加え、本年度末資金残高は約４.６億円となりました。


